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平成 30 年７月 24 日

総務部市町村振興課

平成30年度普通交付税等の算定状況（高知県内市町村分）等について（概要）

１ 算定状況（当初算定ベース比較）

（１）決定額

ア 普通交付税 １１３，４６５百万円

（前年度比 △２，５５２百万円 △２．２％ 全国市町村 △２．７％）

イ 臨時財政対策債 １１，７８２百万円

（前年度比 ＋１２０百万円 ＋１．０％ 全国市町村 △１．５％）

ウ 普通交付税＋臨時財政対策債 １２５，２４７百万円

（前年度比 △２，４３２百万円 △１．９％ 全国市町村 △２．５％）

（２）基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）

２０４，５１９百万円（前年度比 △１，４４３百万円 △０．７％ 全国市町村 △０．１％）

・リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切替を進めるため、歳出特別枠（地域

経済基盤強化・雇用等対策費）を廃止 （△１，５２７百万円）

・単位費用の減による、包括算定経費（人口）の減 （△９６８百万円）

・地方債の元利償還金の減による、基準財政需要額の減 （△４７４百万円）

・合併団体（１０市町）の合併算定替の縮減による、基準財政需要額の減 （△３６０百万円）

・障害児保育に係る算定方法の改正等による、社会福祉費に係る基準財政需要額の増

（＋１，０３４百万円）

・単位費用の増による、高齢者保健福祉費に係る基準財政需要額の増 （＋７４４百万円）

（３）基準財政収入額

７９，０８６百万円（前年度比 ＋９５６百万円 ＋１．２％ 全国市町村 ＋１．３％）

・納税義務者数の増及び本年度調定見込税額の算定誤り（平成31年度算定において精算予定）に

よる市町村民税（所得割）の増 （＋７３２百万円）

・課税標準額の増（メガソーラー、風力発電等）による固定資産税（償却資産）収入額の増

（＋３４６百万円）

・地方財政計画の伸び率増及び精算基準の見直し（平成30年度税制改正）による本年度地方消費

税交付金交付見込額の増 （＋２７５百万円）

（４）今年度の算定結果

普通交付税額は、前年度当初算定比△２．２％（２，５５２百万円の減）の１１３，４６５百万円、

普通交付税額に臨時財政対策債を加えた額は、前年度当初算定比△１．９％（２，４３２百万円の減）

の１２５，２４７百万円で、全国市町村の減少率より小さくなっている。

また、各市町村の当初予算額との比較では、県全体で決定額が当初予算を約３８億円上回るものとな

っているが、４団体（香美市、いの町、中土佐町、三原村）が決定額が当初予算を下回っている。

＜県内市町村における実質的な普通交付税の増減状況＞

前年度より増加した団体 ７団体（２９年度は １団体）

前年度より減少した団体 ２７団体（２９年度は３３団体）

※実質的な普通交付税＝普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額
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平成30年度 対前年度伸率 平成30年度 対前年度伸率

個別算定経費
（c、d、e､ｆ除く）　a

176,152 1.2 144,264 0.8

包括算定経費　b 23,680 △ 4.8 23,614 △ 4.6

地域経済・雇用対策費　c 0 皆減 0 皆減

地域の元気創造事業費　d 2,733 0.0 3,047 1.5

人口減少等特別対策事業費ｅ 3,662 △ 0.3 5,159 △ 0.4

公債費等　ｆ 27,479 △ 0.9 28,436 0.3

233,706 △ 0.1 204,519 △ 0.7

18,012 △ 1.5 11,782 1.0

215,694 0.1 192,738 △ 0.8

146,440 1.3 79,086 1.2

69,253 △ 2.7 113,652 △ 2.2

69,045 △ 2.7 113,465 △ 2.2

87,057 △ 2.5 125,247 △ 1.9

（注）

平成30年度　総括表（普通交付税、臨時財政対策債発行可能額）

全国（市町村）（単位：億円、％） 県内市町村（単位：百万円、％）

臨時財政対策債振替前
基準財政需要額（a+b+c+d+e+f）g

臨時財政対策債
振替相当額　h

臨時財政対策債振替後
基準財政需要額 g-h  i

基準財政収入額　j

交付基準額　i-j　

普通交付税額　k

普通交付税額＋臨時財政対策債
k+h

区分

１　本表で用いる数値は、特に注記がない限り当初算定ベースのものである。
２　「全国（市町村）」は、平成30年度の財源不足団体について、対前年度（当初算定）との伸率を算出して
いる。
　  「交付基準額」、「普通交付税額」、「普通交付税額＋臨時財政対策債」については、前年度（当初算定）
の実績に対する伸率である。
３　交付基準額と普通交付税額との差額は調整額である。
４　「公債費等」には錯誤措置額と縮減額、「基準財政収入額」には錯誤措置額を含む。
５　縮減額は、合併算定替の特例期間が終了したことに伴う10市町の縮減額の合算である。
６　各数値は、それぞれ表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

基
準
財
政
需
要
額
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２ 今年度の算定結果の特徴

（１）基準財政需要額（臨時財政対策債振替前） ２０４，５１９百万円

（前年度比 △１，４４３百万円 △０．７％）

ア 地域経済・雇用対策費の減

０百万円（前年度比 △１，５２７百万円 皆減）

地方財政計画における地域経済基盤強化・雇用等対策費（歳出特別枠）が廃止されたことによ

る皆減

イ 包括算定経費（人口）の減

１８，９２４百万円（前年度比 △９６８百万円 △４．９％）

障害児保育経費の社会福祉費への移行や事業費が減少（トップランナー方式含む）したことに

よる単位費用の減（18,380円→17,500円（△4.8％））

※トップランナー方式

平成２８年度から地方交付税の単位費用の算定において、トップランナー方式（歳出効率化に向けた業務改革で他団

体のモデルとなるようなものを地方交付税の基準財政需要額の算定に反映する取組）が導入されている。

平成３０年度は、平成２８年度及び２９年度に導入された１８業務について、段階的な反映における３年目又は２年

目の見直しが実施された。

なお、導入にあたっては複数年（概ね３年から５年）掛けて段階的に反映するとともに、小規模団体においては民間

委託等の取組が進みにくいことから、全国の小規模団体で導入率が低い９業務については、段階補正により人口３万人

以下の団体への配慮がなされている。

ウ 元利償還金の減による算入額の減

３８，２４０百万円（※）（前年度比 △４７４百万円 △１．２％）

過去に借り入れた地方債の償還終了等により、地方債の元利償還金が減少したことによる減

（臨時地方道整備事業債、地域改善対策特定事業債等）

※ 公債費及び各費目の事業費補正による増加需要額を合計した額

エ 合併算定替による基準財政需要額の減

△１，７０６百万円（前年度比 △３６０百万円 △２６．８％）

合併団体（10団体）に係る特例算定期間が満了後、５年間で段階的に特例算定分の縮減が行

われることによる減（10団体の縮減額を合算）

平成の合併により、市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく変化したことを踏まえ、保健衛生費や地域振興費

等において、人口密度による需要の割増し等を行っている。

オ 社会福祉費に係る基準財政需要額の増

２３，５０２百万円（前年度比 ＋１，０３４百万円 ＋４．６％）

公立保育所在籍児童数の減等がある一方で、 障害児保育に係る算定方法の改正等により単位

費用が増となったこと（22,300円→23，400円（＋4.9％）により、全体的に増

カ 高齢者保健福祉費に係る基準財政需要額の増

２９，３４６百万円（前年度比 ＋７４４百万円 ＋２．６％）

単位費用が増となったこと（［65歳以上］63,800円→65,600円（＋2.8％）、［75歳以上］82,200

円→83,800円（＋1.9％））による増
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（２）基準財政収入額 ７９，０８６百万円 （前年度比 ＋９５６百万円 ＋１．２％）

ア 市町村民税（所得割）の増

２３，６０６百万円（前年度比 ＋７３２百万円 ＋３．２％）

納税義務者数の増及び本年度調定見込税額の算定誤り（平成31年度算定において精算予定）に

よる増

イ 固定資産税（償却資産）の増

５，３３２百万円（前年度比 ＋３４６百万円 ＋６．９％）

課税標準額の増（メガソーラー、風力発電等）による収入額の増

ウ 地方消費税交付金の増

１１，５０１百万円（前年度比 ＋２７５百万円 ＋２．４％）

精算基準の見直し（平成30年度税制改正）による本年度交付見込額の増

エ 市町村たばこ税の減

３，８１８百万円（前年度比 △２６９百万円 △６．６％）

たばこ売渡し本数の減

（問い合わせ先）

総務部市町村振興課

財政担当チーフ 宮脇

税政担当チーフ 梅下

交付税担当 吉本（需要）、ウォルシュ（収入） （電話：088-823-9312）
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伸び率 伸び率 （発行可能額） 伸び率 伸び率 伸び率 （決定額） 伸び率 （発行可能額） 伸び率 伸び率

H11 885,316 1.6 196,124 16.4 196,124 16.4 424,468 5.3 134,256 3.1 134,256 3.1

H12 889,300 0.5 201,222 2.6 201,222 2.6 411,574 ▲ 3.0 135,024 0.6 135,024 0.6

H13 893,071 0.4 191,288 ▲ 4.9 14,488 皆増 205,776 2.3 403,308 ▲ 2.0 127,352 ▲ 5.7 5,682 皆増 133,034 ▲ 1.5

H14 875,666 ▲ 1.9 183,722 ▲ 4.0 32,261 122.7 215,983 5.0 386,157 ▲ 4.3 121,534 ▲ 4.6 12,300 116.5 133,834 0.6

H15 862,107 ▲ 1.5 169,851 ▲ 7.5 58,696 81.9 228,547 5.8 380,785 ▲ 1.4 114,670 ▲ 5.6 21,107 71.6 135,777 1.5

H16 846,669 ▲ 1.8 158,729 ▲ 6.5 41,905 ▲ 28.6 200,634 ▲ 12.2 374,499 ▲ 1.7 114,015 ▲ 0.6 15,109 ▲ 28.4 129,124 ▲ 4.9

H17 837,687 ▲ 1.1 158,838 0.1 32,231 ▲ 23.1 191,069 ▲ 4.8 367,589 ▲ 1.8 117,156 2.8 11,650 ▲ 22.9 128,806 ▲ 0.2

H18 831,508 ▲ 0.7 149,527 ▲ 5.9 29,072 ▲ 9.8 178,599 ▲ 6.5 360,812 ▲ 1.8 116,453 ▲ 0.6 10,323 ▲ 11.4 126,776 ▲ 1.6

H19 831,261 ▲ 0.0 142,903 ▲ 4.4 26,300 ▲ 9.5 169,203 ▲ 5.3 359,690 ▲ 0.3 115,997 ▲ 0.4 9,366 ▲ 9.3 125,363 ▲ 1.1

H20 834,014 0.3 144,816 1.3 28,332 7.7 173,148 2.3 363,738 1.1 120,281 3.7 8,773 ▲ 6.3 129,054 2.9

H21 825,557 ▲ 1.0 148,710 2.7 51,486 81.7 200,196 15.6 361,542 ▲ 0.6 123,456 2.6 13,615 55.2 137,071 6.2

H22 821,268 ▲ 0.5 158,797 6.8 77,069 49.7 235,866 17.8 372,398 3.0 130,956 6.1 19,228 41.2 150,184 9.6

H23 825,054 0.5 163,309 2.8 61,593 ▲ 20.1 224,902 ▲ 4.6 379,581 1.9 130,162 ▲ 0.6 15,387 ▲ 20.0 145,549 ▲ 3.1

H24 818,647 ▲ 0.8 164,073 0.5 61,333 ▲ 0.4 225,406 0.2 380,122 0.1 130,149 ▲ 0.0 15,521 0.9 145,670 0.1

H25 819,154 0.1 160,387 ▲ 2.2 62,132 1.3 222,519 ▲ 1.3 392,530 3.3 129,631 ▲ 0.4 16,220 4.5 145,851 0.1

H26 833,607 1.8 158,724 ▲ 1.0 55,952 ▲ 9.9 214,676 ▲ 3.5 412,026 5.0 127,043 ▲ 2.0 15,674 ▲ 3.4 142,717 ▲ 2.1

H27 852,710 2.3 157,495 ▲ 0.8 45,250 ▲ 19.1 202,745 ▲ 5.6 427,266 3.7 127,240 0.2 14,657 ▲ 6.5 141,897 ▲ 0.6

H28 857,593 0.6 156,983 ▲ 0.3 37,880 ▲ 16.3 194,863 ▲ 3.9 444,456 4.0 119,784 ▲5.7 11,108 ▲ 24.2 130,892 ▲7.6

H29 866,198 1.0 153,501 ▲ 2.2 40,452 6.8 193,953 ▲ 0.5 440,655 ▲ 0.9 116,017 ▲ 3.1 11,661 5.0 127,678 ▲ 2.5

H30 868,973 0.3 150,480 ▲ 2.0 39,865 ▲ 1.5 190,345 ▲ 1.9 442,222 0.4 113,465 ▲ 2.2 11,782 1.0 125,247 ▲ 1.9

注）1　 県内市町村の普通交付税総額は、H29までは最終交付ベース、H30は当初算定ベース。県内市町村の臨時財政対策債は発行可能額。

注）2　 「地方全体（地方財政計画）」のH24年度以降は、地方財政計画のうち「通常収支分」。

注）3　 表示単位未満を四捨五入し、「普通交付税＋臨財債合計」は当該四捨五入後の数値を単純合計している。

普　通　交　付　税　の　推　移

地方全体（地方財政計画）（単位：億円、％） 県内市町村の状況（単位：百万円、％）

地方財政計画総額 普通交付税総額 臨時財政対策債 普通交付税＋臨財債合計 当初予算の規模 普通交付税総額 臨時財政対策債 普通交付税＋臨財債合計
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(単位：百万円、％）

需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計

A B C D E=C+D F G H I J=H+I K=A-F L=B-G M=C-H N=D-I O=E-J K/F Ｌ/G M/H N/I O/J

高知市 67,188 39,465 22,297 5,366 27,663 67,447 39,421 22,893 5,084 27,977 ▲ 259 44 ▲ 596 282 ▲ 314 ▲ 0.4 0.1 ▲ 2.6 5.5 ▲ 1.1 高知市

室戸市 4,953 1,095 3,641 213 3,853 5,047 1,103 3,725 216 3,940 ▲ 94 ▲ 8 ▲ 84 ▲ 3 ▲ 87 ▲ 1.9 ▲ 0.7 ▲ 2.3 ▲ 1.3 ▲ 2.2 室戸市

安芸市 5,810 1,761 3,776 268 4,043 5,907 1,751 3,871 281 4,152 ▲ 97 10 ▲ 95 ▲ 13 ▲ 108 ▲ 1.6 0.6 ▲ 2.5 ▲ 4.6 ▲ 2.6 安芸市

南国市 9,617 5,623 3,285 700 3,985 9,599 5,624 3,273 695 3,968 17 0 12 5 16 0.2 0.0 0.4 0.7 0.4 南国市

土佐市 6,843 2,499 3,981 356 4,337 6,802 2,490 3,955 352 4,307 41 9 26 5 31 0.6 0.4 0.7 1.4 0.7 土佐市

須崎市 6,279 2,518 3,416 340 3,756 6,334 2,538 3,447 344 3,791 ▲ 55 ▲ 20 ▲ 31 ▲ 4 ▲ 35 ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 1.3 ▲ 0.9 須崎市

宿毛市 6,174 2,130 3,717 321 4,038 6,126 2,096 3,708 317 4,026 47 33 9 4 13 0.8 1.6 0.2 1.2 0.3 宿毛市

土佐清水市 4,783 1,213 3,349 216 3,565 4,811 1,241 3,350 216 3,566 ▲ 28 ▲ 28 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 0.6 ▲ 2.3 0.0 0.0 ▲ 0.0 土佐清水市

四万十市 10,686 3,585 6,558 533 7,090 10,899 3,559 6,782 550 7,331 ▲ 213 26 ▲ 224 ▲ 17 ▲ 241 ▲ 2.0 0.7 ▲ 3.3 ▲ 3.1 ▲ 3.3 四万十市

香南市 10,021 3,222 6,322 468 6,790 10,133 3,110 6,534 482 7,016 ▲ 112 112 ▲ 212 ▲ 14 ▲ 226 ▲ 1.1 3.6 ▲ 3.2 ▲ 2.9 ▲ 3.2 香南市

香美市 9,072 2,652 5,995 416 6,411 9,127 2,518 6,174 428 6,602 ▲ 55 135 ▲ 178 ▲ 12 ▲ 191 ▲ 0.6 5.3 ▲ 2.9 ▲ 2.9 ▲ 2.9 香美市

東洋町 1,596 193 1,343 58 1,401 1,589 185 1,342 60 1,402 7 8 1 ▲ 2 ▲ 1 0.4 4.1 0.1 ▲ 3.4 ▲ 0.1 東洋町

奈半利町 1,533 291 1,177 63 1,240 1,540 291 1,185 63 1,248 ▲ 7 1 ▲ 8 0 ▲ 8 ▲ 0.4 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.6 奈半利町

田野町 1,346 260 1,028 57 1,085 1,368 256 1,052 59 1,112 ▲ 22 5 ▲ 25 ▲ 3 ▲ 27 ▲ 1.6 1.9 ▲ 2.3 ▲ 4.7 ▲ 2.5 田野町

安田町 1,466 226 1,181 57 1,238 1,477 223 1,194 59 1,253 ▲ 11 3 ▲ 12 ▲ 2 ▲ 14 ▲ 0.8 1.3 ▲ 1.0 ▲ 3.4 ▲ 1.2 安田町

北川村 1,052 202 808 41 849 1,117 202 869 44 914 ▲ 64 0 ▲ 62 ▲ 3 ▲ 65 ▲ 5.8 0.0 ▲ 7.1 ▲ 6.7 ▲ 7.1 北川村

馬路村 904 139 730 34 764 960 138 784 36 821 ▲ 56 1 ▲ 54 ▲ 2 ▲ 57 ▲ 5.8 0.6 ▲ 6.9 ▲ 6.3 ▲ 6.9 馬路村

芸西村 1,679 422 1,182 74 1,255 1,654 408 1,172 73 1,244 26 14 10 1 11 1.5 3.4 0.9 1.6 0.9 芸西村

本山町 2,112 329 1,700 82 1,781 2,086 276 1,721 88 1,808 26 53 ▲ 21 ▲ 6 ▲ 27 1.3 19.0 ▲ 1.2 ▲ 6.7 ▲ 1.5 本山町

大豊町 3,066 441 2,498 124 2,622 3,016 442 2,448 124 2,572 49 ▲ 1 50 0 50 1.6 ▲ 0.2 2.0 ▲ 0.3 1.9 大豊町

土佐町 2,274 447 1,730 95 1,825 2,238 451 1,690 95 1,785 36 ▲ 4 40 0 40 1.6 ▲ 1.0 2.4 ▲ 0.2 2.2 土佐町

大川村 585 68 495 21 516 634 70 540 23 563 ▲ 50 ▲ 3 ▲ 45 ▲ 2 ▲ 47 ▲ 7.8 ▲ 3.6 ▲ 8.4 ▲ 8.6 ▲ 8.4 大川村

いの町 7,163 2,819 4,014 324 4,338 7,228 2,416 4,444 362 4,806 ▲ 65 403 ▲ 430 ▲ 38 ▲ 469 ▲ 0.9 16.7 ▲ 9.7 ▲ 10.6 ▲ 9.8 いの町

仁淀川町 4,075 616 3,300 156 3,456 4,099 610 3,326 160 3,486 ▲ 24 5 ▲ 26 ▲ 4 ▲ 30 ▲ 0.6 0.9 ▲ 0.8 ▲ 2.5 ▲ 0.9 仁淀川町

中土佐町 3,405 552 2,716 134 2,850 3,414 557 2,716 137 2,854 ▲ 8 ▲ 5 ▲ 1 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 0.2 ▲ 0.9 0.0 ▲ 2.2 ▲ 0.1 中土佐町

佐川町 3,630 1,151 2,304 172 2,476 3,684 1,147 2,359 176 2,535 ▲ 54 4 ▲ 54 ▲ 4 ▲ 59 ▲ 1.5 0.4 ▲ 2.3 ▲ 2.5 ▲ 2.3 佐川町

越知町 2,596 511 1,974 109 2,083 2,592 510 1,972 108 2,081 4 1 2 0 2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 越知町

梼原町 2,753 343 2,306 101 2,407 2,876 337 2,427 109 2,536 ▲ 123 6 ▲ 122 ▲ 8 ▲ 129 ▲ 4.3 1.7 ▲ 5.0 ▲ 7.1 ▲ 5.1 梼原町

日高村 1,855 529 1,237 87 1,324 1,849 518 1,242 88 1,330 6 11 ▲ 5 0 ▲ 5 0.3 2.2 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4 日高村

津野町 3,419 514 2,770 132 2,902 3,447 507 2,804 134 2,938 ▲ 29 7 ▲ 33 ▲ 3 ▲ 36 ▲ 0.8 1.3 ▲ 1.2 ▲ 1.9 ▲ 1.2 津野町

四万十町 8,171 1,746 6,084 333 6,417 8,280 1,694 6,232 348 6,580 ▲ 109 53 ▲ 148 ▲ 15 ▲ 163 ▲ 1.3 3.1 ▲ 2.4 ▲ 4.3 ▲ 2.5 四万十町

大月町 2,549 473 1,976 98 2,074 2,593 405 2,083 103 2,185 ▲ 43 68 ▲ 107 ▲ 5 ▲ 112 ▲ 1.7 16.8 ▲ 5.1 ▲ 4.7 ▲ 5.1 大月町

三原村 1,086 133 913 39 952 1,141 130 968 42 1,010 ▲ 55 3 ▲ 55 ▲ 3 ▲ 58 ▲ 4.9 2.1 ▲ 5.7 ▲ 7.8 ▲ 5.8 三原村

黒潮町 4,779 916 3,663 195 3,859 4,847 904 3,736 204 3,939 ▲ 68 12 ▲ 72 ▲ 9 ▲ 81 ▲ 1.4 1.3 ▲ 1.9 ▲ 4.2 ▲ 2.1 黒潮町

都市計 141,425 65,764 66,337 9,196 75,533 142,233 65,451 67,712 8,965 76,677 ▲ 808 313 ▲ 1,375 232 ▲ 1,144 ▲ 0.6 0.5 ▲ 2.0 2.6 ▲ 1.5 都市計

町村計 63,095 13,322 47,128 2,585 49,714 63,730 12,679 48,305 2,697 51,002 ▲ 635 643 ▲ 1,177 ▲ 111 ▲ 1,288 ▲ 1.0 5.1 ▲ 2.4 ▲ 4.1 ▲ 2.5 町村計

県計 204,519 79,086 113,465 11,782 125,247 205,963 78,131 116,017 11,661 127,679 ▲ 1,443 956 ▲ 2,552 120 ▲ 2,432 ▲ 0.7 1.2 ▲ 2.2 1.0 ▲ 1.9 県計

※表示単位未満を四捨五入しているため、計が合わない箇所がある。

平成30年度　市町村別普通交付税等の決定額

30年度 29年度 増減額 増減率

市町村名 市町村名


